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課題名

試験研

究年次

Ｉ目的

３水稲の栽培法に関する研究

水稲品種「ヒノヒカリ」の施肥法

６３～１年（完了）

分類 ①

水稲品種ヒノヒカリの圃場条件別基肥施用量・穂肥施用法と収量、食味、玄米形質との関
係を明らかにし、良質米生産のための資料とする。

Ⅱ試験方法
１試験実施場所農産研究所第３水田（花尚岩質、ＳＬ/SL､基盤整備後9～１０年目）
２供試圃場の前歴と土壌条件前頁の課題に記載の地力が異なる３水準の水稲一小麦体系
の水田。

３供試品種：ヒノヒカリ

４移植期：６月16～17日
５供試苗の形質：うす播苗(1509/箱､20日苗)･･苗長１０～１１cm,苗齢2.3～2.4L､苗丈比1.24．
短期密播苗(2508/箱､１０～11日苗)･･苗長7.3～7.5cm、苗齢1.6～1.7L,苗丈比0.93～0.99.
6栽植密度：株間20cm｡１株植付本数はうす播苗2.8～4.5本、短期苗4.5～5.9本。１㎡当
たり栽植株数はうす播苗16.5～17.8株、短期苗16.0～17.1株。

７施肥法(Ｎ成分kg/10a）（１）基肥施用量：全層施肥6.0,4.5,3.0（平成元年のみ）。
６

（２）穂肥施用法：側条施肥栽培で､4.8(基肥)～2(-25日～-23日）～1.5(１回目穂肥後８
日)を基準とし､具体的データの第２表のとおり穂肥施用法を設定。

８移植法：施肥田植機（Ｙ社４条歩行型）
９１区面積及び区制：１区15㎡、２区制。

０

１０食味試験方法：食糧庁の食味試験実施要領に準じて、農産研究所で実施。

Ⅲ主要成果の概要

ヒノヒカリの目標収量を570～600kg/lOa､頴花数を30,000～32,000/11fとして良質・安定作柄
を得るための施肥基準と留意点は次のとおりである。

１安定作柄を得るための施肥基準（堆厩肥などの窒素資材無投入）
(1)基肥窒素量（kg／lOa）・・一般水田は6.0､地力の高い水田では1.5～3.0kg減じる。
(2)穂肥窒素量（〃）・…第１回目が2.0で２回目が1.5。

(3)穂肥の施用時期･･第１回目が出穂前22～20日（幼穂長2～3mm）で､第２回目はその後８
～１０日

(4)つなぎ肥、実肥･･原則として施用しない。。

２留意点

(1)地力の高い水田では、基肥を6kg施用すると倒伏が問題になり､屑米歩合が高くなって
減収し易くなる。また、外観品質が低下するだけでなく食味も低下する危険性がある。
なお、堆厩肥投入田では福岡県家畜ふん尿処理物施用基準に準じて減肥する。

(2)穂肥は2回に分施する必要がある｡第2回目を1.5kg予定した場合､1回目の量を3kgにする
と食味の低下することが懸念される。第1回目の施用時期は､粒の充実や作柄から出穂前
22～20日（幼穂長2～3mm）が適期である。

(3)基肥窒素施用量を25％減肥した側条施肥栽培は、耐肥性が小さいヒノヒカリでは倒伏
軽減と粒の充実の面で適用性が高い。
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Ⅳ主要成果の具体的データ

第１表圃場条件別基肥窒素量と収量・食味及び玄米形質

lま、無～甚を0～5で示す。③食味総合評価は食糧庁の実施要領に準じて実施。
基準は日本晴(標準栽培)。④2mm以上比率は､精玄米中2.0mm以上重量比率。

第２表ヒノヒカリの穂肥施用法と収量･食味･玄米形質
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②食味は総合評価で、表lと同じ方法で実施。但し、１年は１回のみ。
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Ｖ成果の評価と取扱上の留意点

１ヒノヒカリに合った施肥法の普及により、外観品質・食味を維持した作柄の安定向上を
図ることができる。
２安定した頴花数と収蚤の確俣のかめ陸け＋づぐぃ錨其未的賑雷垂添奉ヱ

Ⅵ今後の研究上の問題点
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